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Ⅰ　はじめに一本稿の目的
2007年,米国財務会計基準審議会(FASB:Financial Accounting Standards
B｡ard)より財務会計基準(SFAS : Statement of Financial Accoun血g Standards)第
141号｢企業結合｣ (sFAS141)の改訂基準SFAS141(R)が公表され1, 2008
午,国際会計基準審議会(IASB : International Accounting Standards Board)より,
国際財務報告基準(IFRS : International Financial Reporting Standard)第3号｢企業
結合｣ (IFRS3)の改訂基準IFRS3(R)が公表された｡これら改訂基準により,
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企業結合における条件付対価の会計処理方法が大きく変更されることとなっ
た。
条件付対価とは， 特定の将来の事象が発生した場合や条件がみたされた場合
に， 被取得企業の旧所有者にたいし， 被取得企業にたいする支配との交換の一
部として， 取得企業が追加的な資産または資本持分を移転する義務， または，
特定の条件がみたされた場合に取得企業に与える， 以前に移転した対価の返還
を受ける権利のことをいう(IFRS3 (R)， A; SFAS 141(R)， par. 3 (の; Codi:fic柑on Topic 
805， p町.10-2 0)2.30 
IFRS 3 (R) とSFAS141 (R) の前基準IFRS3とSFAS141において条件付対価
は， 取得日(取得企業が被取得企業にたいする支配を獲得する日)に認識されるこ
とはほとんどなかったが， IFRS 3(R)と SFAS141 (R) では， 取得日に公正価値
で測定・認識されることとなった。 当該会計処理方法は2005年にIASBより
公表されたIFRS3を改訂するための公開草案である改訂公開草案「企業結
合J (IFRS3(R)ED) ， FASBより公表されたSFAS141を改訂するための公開草
案である改訂公開草案「企業結合J (SFAS 141 (R)ED) により提案され， IFRS 3 
(R) とSFAS141 (R) において正式に採用された方法である。
条件付対価(公正価値)が取得日において認識されるようになったことにと
もない， 従来は認識されることのなかった暖簾(これを本稿では条件付暖簾とよ
んでいる)が認識されることになった。 当該暖簾は支払対価のうらづけのない
暖簾であり， その認識は伝統的な取得原価主義会計の枠内では説明しきれない
ものであるD 本稿では， 条件付対価(公正価値)の会計処理方法を確認するこ
とにより当該暖簾の存在を指摘したうえで， IFRS 3 (R) とSFAS141 (R)にみら
れるその認識の論拠を整理・分析することにより， 条件付暖簾の認識問題を検
討するO それに加えて， IFRS 3 (R) とSFAS141 (R)において 規定されている条
件付対価(公正価値)の取得日後の会計処理方法についても検討を行うO
なお， 日本では現在， 2008年にASB]より改正された企業会計基準第21号
「企業結合に関する会計基準J (改正企業会計基準第21号) において， 条件付対
価を取得日では認識しないという従来型の会計処理方法が採用されているD し
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かし, 2009年にASBJより公表された｢企業結合会計の見直しに関する論点
の整理｣ (論点整理)では,当該会計処理方法の変更が検討されており(pars.28
-33),今後,当該論点が重要課題となることが予想される｡
Ⅰ IFRS3(R)およびSFAS141 (R)にみられる条件付暖簾の認識
本章ではまず,企業結合における条件付対価の会計処理方法について,現行
の国際財務報告基準と米国基準であるIFRS3(R)とSFAS141(R)における規定
を確認し,当該基準のもとで認識される条件付暖簾の存在を指摘する｡
1.企業結合における条件付対価の会計処理方法の概要
IIFRS3(R) ･ SPAS 141 (R)
IFRS3(R)とSFAS141(R)において,企業結合で移転された対価(条件付対価
契約から発生するすべての資産または負債も含まれる)は取得日の公正価値で測
定･認識される(IFRS3(R), pars. 37and39; SFAS141(R), pars. 39and41; Codifica-
tion Topic805, par. 30-25-5)｡取得口とは,取得企業が被取得企業にたいする支
配を獲得する口のことである(IFRS3(R), A; SFAS141(R), par. 3(C) ; CodiBcation
Topic805, par. 10-20)｡ここで,条件付対価を支払う義務は負債または資本とし
て認識され,特定の条件がみたされる場合において以前に移転した対価の返還
を受ける権利は資産として認識される(IFRS3(R), par. 40; SFAS141(R), par. 42;
Codification Topic 805, pars. 3012516and 30-25-7).
さらに,取得日に認識された条件付対価の公正価値が取得日後に変動した場
合で,その変動が利益目標の達成, -一定の株価への到達または研究開発プロ
ジェクトにおけるマイルストーン-の到達など,取得日後の事象により生じた
場合,その変動差額は原則として図表1のように会計処理される(IFRS3(R),
par. 58 ; SFAS 141(R), par. 65 ; Codification Topic805, par. 30-35-1 ;企業結合会計の見
直しに関する論点の整理, par. 30)4｡
ここで注目すべきは,条件付対価は特定の条件がみたされた場合に支払いが
仔われる(または対価の返還を受ける)ものであり,実際にはいまだ対価の支払
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図表1 企業結合における条件付対価の会計処理方法-IFRS3(R)・SFAS 141 (R) 
取得 日 (公正価値で認識され る )
条 件
当初認識後の原則的な会計処理方法
分類
再測定は行われない。
資本 その後の決済は資本のなかで会計処
条件付対価を支払う義務 理される。
負債 公正価値で再測定が行われる。
再測定の結果生じた差額→損益とし
特定の条件がみたされる場合にお て認識される(当期純利益に算入さ
いて以前に移転した対価の返還を 資産 れるかその他の包括利益に算入され
受ける権利 るかは各ケースによる)。
い(または返還)が行われていないにもかかわらず， 取得日(取得企業が被取得
企業にたいする支配を獲得した日)にその公正価値で測定・認識するというこ
と， 条件付対価が当初認識時に負債や資産として分類された場合にはその後，
公正価値で再測定が行われ， その結果生じる差額は損益として処理されるとい
うことであろう。
2. 企業結合における条件付対価の具体的会計処理方法-設例
次に， IFRS 3 (R)とSFAS141 (R)のもとでの企業結合における条件付対価の
具体的会計処理方法について， 設例1と図表2をもちいて整理・確認すること
にしたい。 設例1では， 図表1のうち， 条件付対価を支払う義務が負債に分類
されたケースを想定しているo
設例15 企業結合における条件付対価の具体的会計処理方法
① 2008年1月1日， A社はB社を100%取得した。
② B社における識別可能純資産の公正価値は， $ 800であった。
③ 支払対価は， 現金$1，000である。
④ A社は， B社が2008年1月1日から2年以内に一定の利益目標を達成した場
合 ， B社の当初の株主にたいして現金$ 200を追加で支払う契約を結んでいる。
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A社は, B社が2年以内に一定の利益目標を達成する吋能性は70%であると考
えている｡
⑤　2009年1月1日, A社はB社が2008年1月1日から2年以内に一一▲定の利益目標
を達成する可能性は85%であると考えている｡
設例1においてA社は,一定の利益目標を達成した場合にB社の当初の株
主にたいして現金$200を追加で支払う契約を結んでいる｡この$200が条件
付対価ccである｡当該条件付対価の公正価値CCrは$1401- ($200×700/o)
+(Sox300/a)i　と測定され,仕訳1のように認識されることとなる｡また,
暖簾Cは,支払対価C$1,000に条件付対価(公正価値) cc′$140を加えた
金額$1,140 (-$1,000+ $140)が識別可能純資産(公止価値) NAF$800を
上回った額$340 (-$1,140-$800)として認識される(図表2の2008年1月
1日時点における一一番左と右の矢印を参照)｡
■仕訳1 (A社) :2008年1月1日(取得日)
(借)識別可能純資産 辰???侏ｸｾ?$1,000 
暖簾 辰3C???I?幵厩俐"?$140 
取得日から1年経過後の2009年1月1日, A社は, B社が2008年1月1日
から2年以内に一定の利益目標を達成する可能性が85%であると考えてい
る｡そのため,条件付対価(公正価値) cc/は$170 i-($200×85%)+($0
×150/o)i　となり,その公正価値CClは2008年1月1u (仕訳1)の時点と比
較して$30 (-$170-$140)だけ増加することとなる(国表2の2009年1月1
日時点を参照)｡この公正価値増加分$30は,仕訳2のように条件付対価の増
加･損失の発生として処理されることとなる6｡
■仕訳2 (A社) :2009年1月1日(取得日から1年経過後)
(借)損失*　　　　　　　　　　$30 (貸)条件付対価(負債)　　　　$30
*当該損失が当期純利益に算入されるかその他の包括利益に算入されるかは,ケースによる(以下同
じ)0
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その後, B社が2年以内に一定の利益目標を達成した場合には実際に追加的
な対価として現金$200ccが支払われ,仕訳3が行われる(図表2の条件がみ
たされた場合を参照)｡すでに仕訳1と仕訳2において認識されている条件付対
価(公正価値) $170ccノ･と実際の支払額$200ccとの差額$30 (-$200-
$170)は,損失として処理されることとなる｡
1仕訳3 (A杜) : 2年以内に, B社が一一一一定の利益目標を達成した場合
(借)条件付対価(負債) 辰???侏ｸｾ?$200 
損失 辰3? 
一一一･方, B社が2年以内に一定の利益目標を達成しなかった場合には,追加的
な対価$200ccの支払いは行われず,仕訳4のとおりとなる｡この場合,仕
訳2までに認識済みの条件付対価(公正価値) $170cc′の額だけ利得が発生す
ることとなる｡
■仕訳4 (A祉) :2年以内に, B社が一一一定の利益目標を達成しなかった場合
(借)条件付対価(負債)　　　$170 (貸)利得　　　　　　　　　　$170
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図表2　企業結合における条件付対価の具体的会計処理方法-IFRS3(R) ･ SPAS 141 (R)
‥~~…"……"----……ー"-I-……~一"-"~…-A…=~~-
｢ ;1-fgTsI4-.･-{cF- I -sI737-ccf $209 cc
$800NAf 
$1.000 C　　　$1.000 C　$1,000 C
L Y　　　ノ　　　2009年　条件がみた
2008年1月1日　　　　　1月1日　された場合
識別可能純資産(公正価値) 〃4′:
識別可能諸資産(公正価値卜識別可能諸負債(公正価値)
支払対価: C
条件付対価(条件がみたされた場合に支払われるべき額) : cc
条件付対価(公正価値) : cc′
実際に認識される暖簾: G
条件付暖簾:戟
買入暖簾:gp
3.条件付対価の認識にともない発生する条件付暖簾
本節では,前節で確認した設例1と図表2にもとづき,条件付対価の認識に
ともない発生する条件付暖簾の存在を指摘したい｡
(1)条件付暖簾の発生とその認識
設例1において,取得日(2008年1月1日)に認識された暖簾Cは$340で
あった(仕訳1)｡当該暖簾C$340は,支払対価C$1,000に条件付対価(公
正価値) CCF$140を加えた金額$1,140 (- $1,000+ $140)が識別可能純資産
一一t
I叫⊥G$l 鮎川川川川 u叩$　　　　　　　　l
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(公正価値)NAf $ 800を上回った額$340 ( = $1，140 - $ 800)として認識された
わ け で あ るが， 識別可能純資 産(公正 価 値)NAf $ 800と比較さ れ る金額
$ 1， 140に含まれる条件付対価(公正価値)CCf $140は， 実際にはいまだ対価
の支払いが行われてはいないものである。 そのため， 条件付対価(公正価値)
CCf $140を含めて測定された暖簾G $ 340のうち$140には対価のうらづけ
がないわけである(逆に， 暖簾G $340のうち$200 ( = G $ 340一CCf$140)には対
価のうらづけがある)。
当該暖簾$140は条件付対価に付された特定の条件(設例1ではB杜が2年以
内に一定の利益目標を達成するという条件)がみたされた場合にはじめて実現する
ものであり， 特定の条件がみたされなかった場合には実現しないものである。
つまり， 当該暖簾の実現の可否は条件付対価に付された条件がみたされるか否
かに依存し， 実際にその条件がみたされるか(みたされないか)が判明するまで
は常に未実現であり続けるわけである。 これが， 条件付対価の認識にともない
発生する条件付暖簾&で、ある(一方， 対価のうらづけのある暖簾$200は買入暖簾
gpである)(図表2の2008年1月1日時点、における真ん中の矢印を参照)。
(2)条件付対価の認識にともない条件付暖簾が発生しない場合
以上のように取得日で条件付対価(公正価値)CCfが認識されることにより
条件付暖簾gcが発生するわけであるが， そのような条件付暖簾gcは条件付対
価(公正価値)CCfの認識にともない必ず発生するというわけではないD ここ
では， 条件付対価(公正価値)CCfが認識されるにもかかわらず条件付暖簾gc
は発生しないケースについて確認しておくことにしたい。
当該ケースとしては， その条件付対価が負債や資本ではなく資産(特定の条
件がみたされる場合において以前に移転した対価の返還を受ける権利)である場合
(図表1参照)が考えられる。 この場合， 条件付対価(公正価値)CCfが資産とし
て認識されるため， そのCCfの分だけ実際に認識される暖簾Gの額が減少す
ることになる可能性がある。
また， 条件付対価の条件が， 対価として支払われた持分証券や負債証券の市
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場価格が下落した場合,当初の金額まで支払対価を回復させるために,当該証
券を追加発行するというものである場合には,支払対価自体は一定金額で固定
されているため,条件付暖簾g｡は発生しないと考えられる｡
さらに,企業結合により取得したIPRD (In-Process Research and Develop-
ment:仕掛中の研究開発費)にかかる特許を取得したならば追加的に対価を支払
うといったように,当該条件が特定の資産と関連しているような場合には,条
件付対価(公正価値) cc′が認識されるのと同時にその資産が発生･認識され
ることとなるため,条件付暖簾g｡は発生しない(ただし,当該資産が認識されな
い場合には,条件付暖簾g｡が認識されることとなろう)｡当該ケースについて設例2
で確認しておくことにしたい｡
設例Zは,設例1の条件②, ④および⑤を変更したものである｡設例1にお
ける条件付対価の条件は一定の利益目標の達成であったが,設例2の条件は企
業結合により取得したIPRDにかかる特許権の取得が条件である｡
設例27
①　2008年1月1日, A社はB社を100%取得した｡
②　B社における(④のIPRDを含まない)識別可能純資産の公正価値は, $800で
あった｡
③　支払対価は,現金$1,000である｡
④　A社は, B社から取得したIPRDにかかる特許が取得できた場合, B社の当初の
株主にたいして現金$200を追加で支払う契約を結んでいる｡ A杜は, IPRDに
かかる特許が取得できる可能性は70%であると考えている｡
⑤　2009年1月1日, A社はIPRDにかかる特許が取得できる可能性は85%である
と考えている｡
取得E]において,条件付対価の公正価値cc/は設例1と同様に$140 i-
($200×70%)+($0×30%)l　と測定される｡この$140はIPRDの公正価値
でもあり,これらは仕訳5のように認識されることとなる｡
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暖簾Gは， 支払対価C $1，000に条件付対価(公正価値)CCf $140を加え
た金額$1， 140 (= $1，000 + $140)が(IPRDを含まない)識別可能純資産(公正
価値)$ 800にIPRD(公正価値)$140を加えた識別可能純資産(公正価値)
NAf $ 940 (= $ 800+ $140)を上回った額$200 (= $ 1， 140 - $ 940)として認識
される。 当該暖簾G$ 200には， 仕訳1において認識された暖簾G$340に 含
まれていた条件付暖簾&$140は含まれていない(つまり， 仕訳5では， G =gp= 
$ 200である)。 そのかわりにIPRD(公正価値)$140が認識されている。
-仕訳 5 (A杜) : 2008年1月1日(取得日)
(借) 識別可能純資産
暖簾
IPRD 
$ 800 (貸) 現金
$ 200 条件付対価(負債)
$140 
$1， 000 
$140 
取得日から 1年経過後の 2009年1月1日 ， A社はIPRDにかかる特許が取
得できる可能性は 85% であると考えているO そのため， 条件付対価(公正価
値) CCfは設例1の場合と同様に$170 1= ($200X85%) + ($ox15%)!とな
り， その公正価値CCfは2008年1月1日(仕訳5)の時点と比較して$30 (= 
$170- $140)だけ増加することとなる。 この公正価値の増加分$30は， 仕訳
6のように条件付対価の増加・損失の発生として処理されることとなる80 仕
訳6は設例1における仕訳2とすべて同じであるO つまり， 当初認識時の借方
が条件付暖簾gcとしての暖簾であったとしてもIPRDであったとしても ， その
後の条件付対価(公正価値)CCfの 変動差額にかかる会計処理方法は変わらな
いわけであるO
-仕訳6 (A社) : 2009年1月1日(取得日から1年経過後)
|(借)損失*
$ 30働条件付対価働 $ 30 I 
*当該損失が当期純利益に算入されるかその他の包括利益に算入されるかは， ケースによる(以下同
じ)。
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その後IPRDにかかる特許が取得できた場合は,実際に追加的な対価として
現金$200ccが支払われ,仕訳7が行われる｡この仕訳は,設例1における
仕訳3と同様である｡
■仕訳7 (A社) :特許が取得できた場合
(倍)条件付対価(負債) 辰???侏ｸｾ?$200 
損失 辰3? 
一方, IPRDにかかる特許が取得できなかった場合には,追加的な対価
$200ccの支払いは行われず,仕訳8のとおりとなる｡この場合,すでに仕
訳5と仕訳6において認識されている条件付対価(公正価値) $170cc′と取得
日に認識されたIPRD (公正価値) $140が消滅し,その差額$30 (-$170-
$140)は利得として処理されることとなる｡設例1における仕訳4と比較す
ると,仕訳8ではIPRD (公正価値) $140が消滅している分だけ発生する利得
の金額が少ない｡
■仕訳8 (A社) :特許が取得できなかった場合
(借)条件付対価(負債) 辰????E?B?140 
利得 辰3?
Ⅱ　条件付対価と条件付暖簾の遅延認識
前章では, IFRS3(R)とSFAS141(R)における条件付対価の取得日での公正
価値認識にともない発生する条件付暖簾の存在を指摘した｡本章では, IFRS3
(R)とSFAS141(R)の前基準IFRS3とSFAS141および現行の日本基準である
改正企業会計基準第21号における,条件付対価の会計処理方法を確認する
(本稿ではこれを,従来型の会計処理方法ともいう)｡そして,取得日において条件
付対価がほとんど認識されない当該諸基準のもとでは,条件付対価と条件付暖
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簾の遅延認識が生じるということを指摘するO
1. 企業結合における条件付対価の会計処理方法の概要(従来型)
-IFRS3・SFAS 141・改正企業会計基準第21号
(1) IFRS 3 
IFRS3において条件付対価は， その発生の可能性が高く(probable)， かつ信
頼性をもって測定できる(measured relia均)という2要件がみたされている場
合に， 取得日における被取得企業の取得原価に含められて認識されなければな
らないと規定されていた(pars. 32-33) 0 つまり， 条件付対価は， その発生の可
能性が低いまたは信頼性をもって測定できない場合には， 取得日において認識
されなかったわけであるO 条件付対価が， 当該2要件の両方をみたすことはそ
れほど多くないと考えられるため， IFRS3のもとで取得日において認識され
る条件付対価はそれほど多くなかったものと考えられるD
取得日において認識されなかった条件付対価はその後， 2要件がみたされた
場合に被取得企業の取得原価の追加として認識されることとなる(IFRS 3， p町.
34 ;審議資料(2007)， p町. 5 (b)) (ただし， 条件付対価の条件によっては， 原価の増加
が認識されない場合もある し， 原価が減少する場合もありうる)0 取得原価の追加と
して認識するということは， その時点において暖簾の金額が修正されるという
ことであろう。
(2) SFAS 141 
SFAS 141では， 取得日に金額が決定できる(determinable)条件付対価は，
取得日における被取得企業の取得原価に含められて認識されなければならない
と規定されていた(p訂. 26) 0 つ まり， 条件付対価は， その金額が決定できない
場合には， 取得日において認識されなかったわけである。
この点について， SFAS 141とIFRS3を改訂するための公開草案SFAS141 
(R)EDとIFRS3 (R)ED公表後に公開された審議資料(2007)では， 金額の決
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定(deteyminable)というのは金額の見積もりではない(not estimate)という点
が指摘されている(par.2)｡そして,当該審議資料(2007)では,取得日にお
いて条件付対価の金額が決定できるような場合はそれほど多くはないという点
も指摘されている(par.3)｡つまり, SFAS141のもとで取得日において条件付
対価が認識されるケースはそれほど多くなかったわけである｡
取得日において認識されなかった条件付対価はその後,付された条件がみた
され,実際に対価が発行または発行可能となった時点で,被取得企業の取得原
価の追加として認識されることとなる(sFAS141,par.27) (ただし,条件付対価の
条件によっては,原価の増加が認識されない場合もあるし,原価が減少する場合もあり
うる)｡つまり,当該時点で条件付対価の金額が決定されたと考え,被取得企
業の取得原価の追加として認識し,暖簾の金額を修正するわけである(審議資
料2007, pars. 3-4) 0
(3)改正企業会計基準第21号
改正企業会計基準第21号では,条件付対価は,その交付または引渡しが確
実となり,その時価が合理的に決定可能となった時点で,取得原価として追加
的に認識され,それと同時に暖簾または負の暖簾が追加的に認識されると規定
されている(par. 27(1)and注3) (ただし,条件付対価の条件によっては,原価の増加
が認識されない場合もあるし,原価が減少する場合もありうる)｡
以上, IFRS3, SFAS141および改正企業会計基準第21号における条件付対
価の会計処理方法を確認した｡図表3のように条件付対価の認識要件は各基準
において異なるが,条件付対価が取得日においてこれら要件をみたすことは少
ないと考えられるため,いずれの基準のもとでも条件付対価は取得日において
認識されないことが多いと考えられる(ただし,各基準における認識要件の違いに
より,条件付暖簾認識のトリガーは異なってくるだろう)｡そしてその後,それらの
要件をみたした時点で取得原価の追加(ひいては暖簾の金額の修正)として認識
されることとなるわけである(ただし,条件付対価の条件によっては,原価の増加
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図表3　条件付対価の認識要件-IFRS3 ･ SFAS 141 ･改正企業会計基準第21号
ⅠFRS3 ???ｨ,ﾃ)whﾈ?ﾉ{ﾉ_ｸ/?ﾘ+ﾘ+x+?b?
･発生の可能性が高い(Probable) 
信頼性をもって測定できる(measuredreliably) 
SFASl41 唸?ﾈ?I?廁,ﾈｾ?ｨ*ｨﾈ??X*ｸ.中FWFVﾖ匁?ﾆR?
*金額の見積もりではない(notestimate)点に注意する必 
要があるo 
(取得Elに認識されなかった場合には,付された条 
件がみたされ,実際に対価が発行または発行可能と 
なった時点で認識される) 
改正企業会計基準第21号 ???ｨ,ﾃ)whﾈ?ﾉ{ﾉ_ｸ/?ﾘ+ﾘ+x+?b?
･条件付対価の交付または引渡しが確実となる 
時価が合理的に決定可能となる 
が認識されない場合もあるし,原価が減少する場合もありうる)｡
2.企業結合における条件付対価の具体的会計処理方法(従来型)一設例
ここで, IFRS3, SFAS141,および改正企業会計基準第21号のもとでの企
業結合における条件付対価の具体的会計処理方法について,設例1と図表4を
もちいて確認することにしたい｡なお,図表3で示した条件付対価の認識要件
については, B社が一定の利益目標を達成するまでみたされないものとする.
A社は,一定の利益目標を達成した場合にB社の当初の株主にたいして現
金$200を追加で支払う契約を結んでいるが,条件付対価は認識されない｡そ
のため,取得日において暖簾は,支払対価C$1,000が識別可能純資産(公正
価値) NA/$800を上回った額$200 (-$1,000-$800)として測定･認識さ
れ,仕訳9が行われる(図表4の2008年1月1日時点を参照)｡仕訳1と異なり,
条件付対価(公正価値) cc/$140が認識されない(ひいては条件付暖簾gc$140
も認識されない)ため,仕訳1と比較すると仕訳9では,暖簾の金額が$140
(-$340一$200)減少している｡
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■仕訳9 (A社):2008年1月1日(取得日)
(借)識別可能純資産 辰???侏ｸｾ?$1,000 
暖簾 辰#??
取得日から1年経過後の2009年1月1日,条件付対価の公正価値は変動し
ているが,仕訳2とは異なり,その認識は行われない個表4の2009年1月l
H時点を参照)｡
■仕訳10 (A社) :2009年1月1日(取得日から1年経過後)
仕訳ナシ
その後, B社が2年以内に一定の利益目標を達成した場合には,実際に追加
的な対価として現金$200ccが支払われ,仕訳11のように暖簾の金額の修正
が行われる個衣4の条件がみたされた場合を参照)｡当該暖簾は実際に対価の支
払いが行われた結果として生じたものであるため,条件付暖簾&ではなく買入
暖簾gpであると考えられる｡
■仕訳11 (A裾:2年以内に, B社が一定の利益目標を達成した場合
(借)暖簾　　　　　　　　　$200 (貸)現金　　　　　　　　　$200
一方, B社が2年以内に一定の利益目標を達成しなかった場合には,仕訳4
とは異なり,仕訳は行われない｡
J仕訳12 (A祉) :2年以内に, B社が一定の利益u標を達成しなかった場合
仕訳ナシ
80　　会計学研究第37号
図表4　企業結合における条件付対価の具体的会計処理方法
-IFRS3 ･ SPAS 141 ･改正企業会計基準第21号
( $ 140 cc[)匡重囲
▲　　$200 cc
十一･･･月1 70 ccTl)匝重囲
$2 
$800〃A′  
T
_?_3_ _a:
$1,000 C　　　$1,000 C　$1,000 C
｣一一････一7----J
2008年1月1日
2009年
1月1日
された場合
3.条件付対価と条件付暖簾の遅延認識
ここで,設例1にもとづき, IFRS3(R)とSFAS141(R)のもとでの条件付対
図表5　条件付対価と条件付暖簾の認識にかかる比較
敬線.撹:級 
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価と条件付暖簾の認識ならびにIFRS3, SFAS141および改正企業会計基準第
21号のもとでの(条件付)対価と(条件付)暖簾の認識をまとめると,図表5
のとおりになる｡
図表5の下線箇所を比較してみると, IFRS3(R)とSFAS141(R)のもとでは
条件付対価と条件付暖簾の認識が早く, IFRS3, SFAS141および改正企業会
計基準第21号のもとではその認識が遅い(つまり遅延認識となっている)ことが
わかる｡なお,より厳密に考えると, IFRS3, SFAS141および改正企業会計
基準第21号のもとで認識されるのは,条件付対価ではなく実際の対価の支払
いであり,条件付暖簾ではなく買入暖簾の認識である｡また,暖簾にのみ着目
してみると,その認識のタイミングや条件付･買入といった違いのみならず,
その金額自体も異なっていることがわかる(IFRS3(R)とsFAS141(R)では$140である
のにたいして･ IFRS3･ SFAS141および改111:･企業会計基準第21号では$200)｡両金額の差額分
$60は, IFRS3(R)とSFAS141(R)において損失として認識されているため,
これは(暖簾の償却を前提とするならば)費用認識のタイミングの遠いといえるのか
もしれない｡
Ⅳ　条件付暖簾をめぐる諸相
1.条件付対価と条件付暖簾の認識問題
第2章で確認したように, IFRS3(R)とSFAS141(R)では取得日に条件付対
価(公正価値)が認識される｡この条件付対価は取得日に支払いが行われる対
価ではなく将来に支払いが行われる可能性のある対価であるため,その認識に
より発生する条件付暖簾は取得日における対価のうらづけのない(将来的には
対価のうらづけができる可能性のある)暖簾ということになる｡
IFRS3(R)とSFAS141(R)におけるこのような会計処理方法は, (通常の市場
交換を通じて購入した資産の取得原価はそれを購入するために犠牲となった(引き渡さ
れた)資産の価額(対価)によって測定されるという)測定対価主義をひとつの構
造的特徴として有する9伝統的な取得原価主義会計の枠内では説明しきれない
会計処理方法である｡それにもかかわらずIFRS3(R)とSFAS141(R)において
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このような会計処理方法が示されている論拠は何であろうか｡
本節では, IFRS3(R)とSFAS141(R)において主張されている,取得日に条
件付対価(公正価値)を認識(ひいては条件付暖簾を認識)する論拠を整理しなが
ら,条件付暖簾の認識問題について検討することにしたい｡ IFRS3(R)と
sFAS141(R)では,取得日に条件付対価を公正価値で認識する論拠として,測
定の信頼性が確保可能であるということ,および表現の忠実性を重視するとい
うことがあげられている｡それに加えて, 2008年にIASBより公表された｢企
業結合第Ⅱフェーズ:プロジェクトの要約,フィードバックと効果の分析｣で
は, IFRS3(R)EDによせられたコメントレターにもとづく｢コストとベネ
フィットの評価結果｣があげられ,当該会計処理方法の効果がプラスであるこ
とが強調されている｡
(1)表現の忠実性
①IFRS3(R)とSFAS 141(R)にみられる論拠
IFRS3(R)とSFAS141(R)では,条件付対価の遅延認識は,条件付で支払い
を行うという合意が企業結合取引における債務発生事象であるということを無
視したものであること,将来の支払金額は将来の事象を条件としているが,特
定の将来の事象が発生した場合に支払いを行うという債務は無条件であるこ
と,当該義務を取得日に認識しないことはその日に交換された経済的対価を忠
実に表現しないことになるということが,主張されている(IFRS3(R), par･ BC
346 ; SFAS141(R), par. B346)0
取得日に交換された経済的対価を忠実に表現しようというこのような論拠の
もとで,条件付対価(公正価値)と条件付暖簾の認識が正当化されているわけ
である｡しかし,先述したように,取得日における条件付対価(公正価値)と
条件付暖簾の認識は,伝統的な取得原価主義会計の枠内では説明しきれない会
計処理方法でもある｡それでは, IFRS3(R)とSFAS141(R)において示されて
いる論拠は,取得原価主義会計との関係で,どのように考えられるのだろう
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か｡
取得原価主義会計は,周知のようにさまざまな有用性を持つものである一一･万
で,個別の資産や負債の経済的実態とその簿価とが乗離してしまうという限界
を有するものでもある(加古1994, pp･6-9;新井2003, pp.80-82)｡そのため,
IFRS3(R)とSFAS141(R)で主張されている表現の忠実性は,この取得原価主
義会計の限界を指摘し,それを補おうとしているものとも解釈することもでき
るかもしれない｡たしかに,条件付とはいえ取得企業が対価の支払いを行うと
いう合意が企業結合取引において行われたということは事実であり,将来支払
いが行われるかもしれない可能性が存在している(それにより暖簾が追加的に発
生する吋能性が存在している)ということも事実である｡そのため,取得日にお
いて条件付対価(公正価値)と条件付暖簾を認識しないということは,その実
態を開示できないという点において取得原価主義会計の限界ともいえるのかも
しれない｡
しかし, IFRS3(R)とSFAS141(R)において主張される表現の忠実性につい
ては,そもそも会計全体の枠組みのなかでどのように位置づけられるべきもの
なのかを慎重に検討しなくてはならないように思われる｡それは,表現の忠実
性が会計の中心的な考え方として位置づけられてしまったならば,取得原価主
義会計が伝統的に重視してきた信頼性が損なわれ,また,利益計算の体系が崩
されかねないからである｡一方,表現の忠実性があくまでも取得原価主義会計
の限界を補う考え方として位置づけられたならば,信頼性が確保され,また,
利益計算の体系が崩されない方法での実態開示の拡充が行われ,財務諸表利用
者にとってより有用な会計情報が提供されることになると考えられる｡そのた
め,条件付対価(公I.t価値)や条件付暖簾を取得日に認識するとした場合,あ
くまでも測定の信頼性が確保され,伝統的な利益計算の体系が崩されない方法
が検討される必要があると考えられる｡
②取得原価主義会計の維持と実態開示の拡充一買入暖簾と条件付暖簾の峻別
ただし,仮に以上のハードルがクリアされ,条件付暖簾が認識される場合で
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あったとしても, IFRS3(R)とSFAS141(R)において示されている方法には問
題が残るように思われる｡仕訳1で確認したように,条件付暖簾gc$140は買
入暖簾gp$200とあわせて暖簾G$340として認識される｡そのため,当該暖
簾G $340のなかには実際に対価の支払いが行われた買入暖簾gp$200と将来
特定の条件がみたされた場合に対価の支払いが行われるかもしれない条件付暖
簾gc$140とが混在してしまうことになる｡しかし,買入暖簾と条件付暖簾と
は,支払対価のうらづけがあるかどうかという点でその性格が大きく異なるも
のである｡また,仮に信頼性をもって条件付暖簾の測定ができたとしても,そ
の測定数値の信頼性は買入暖簾ほど高くはないと考えられる｡そのため,仮に
条件付暖簾を認識するとしたならば,買入暖簾とは明確に区別して認識すべき
であろう｡それにより,買入暖簾をもちいて伝統的な取得原価主義会計の枠組
みを維持するのと同時に,条件付暖簾をもちいて実態開示の拡充を図り,取得
原価主義会計の限界を補うことができるのである｡
(2)測定の信頼性
①IFRS3(R)とSFAS 141(R)にみられる論拠
IFRS3(R)とSFAS141(R)では,取得日に条件付対価(公正価値)を認識する
論拠のひとつとして,信頼性をもって公正価値の測定ができるということがあ
げられている｡そして,そのように測定の信頼性が確保可能な理由として,質
手と売手の交渉の際にもちいられる情報が公正価値測定に資する有用な情報と
なること,および,ほとんどの条件付対価債務が金融商品であり,その多くは
デリバティブであることがあげられている｡
まず,買手と売手の交渉の際にもちいられる情報が公正価値測定に資する有
用な情報となるという点についてであるが,この点についてIFRS3(R)と
sFAS141(R)では,条件付対価契約は本来的に買手と売手の交渉における経済
的考慮事項の一部であり,こうした契約は通常,将来の業績についての不確実
性に関連する特定の経済的リスクを分担することによって合意に至るために買
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手と売手により使用されること,買手と売手のそれらの不確実にたいする見解
の相違は,好都合な将来の結果が売手にたいする追加の支払いをもたらし,香
都合な結果はゼロまたは少ない支払いをもたらすような方法でリスクを分担す
ることに合意することにより調整されることが多いということが説明されてお
り,それらの交渉にもちいられる情報は,取得企業が引き受ける条件付債務の
公正価値を見積もる際に有用となることが多いと主張されている(IFRS3(R),
par･ BC348 ; SFAS141(R), par. B348).
次に,ほとんどの条件付対価債務が金融商品であり,その多くはデ)パテイ
ブであるという点については,このような金融商品を幅広く使用している報告
企業,監査法人および評価専門家は,金融商品の公正価値を見積もる評価技法
の使用に精通しているため,取得企業は認識するのにじゅうぶんな信頼性があ
る条件付対価債務の公正価値を見積もるための評価技法を使用できるはずであ
ると主張されている(IFRS3(R), part BC349 ; SFAS141(R), par. B349)｡
②認識要件の必要性一測定の信頼性
以上の主張をみるかぎり,条件付対価の公正価値測定に一定レベルの信頼性
を付与することは可能であるようにも思われる｡しかし,すべての条件付対価
について,必ずその測定数値に一定レベルの信頼性を付与できると言い切るの
は難しいのではないだろうか｡そのため,あくまでも測定の信頼性を確保した
うえでの実態開示を行うという観点から, IFRS3において規定されていたよ
うな信頼性をもって測定できる(measured reliably)という要件を,条件付対価
の認識要件にすることが望ましいように思われる○近年における測定技術の向
上に鑑みれば,測定の信頼性を条件付対価の認識要件として設定したとして
も,取得日に条件付対価が認識される可能性はじゅうぶんにありうるだろう｡
一方,仮に当該要件をみたさず認識されなかった条件付対価については,認識
されないということになるが,そのような条件付対価が存在しているという実
態を開示するという観点から,たとえば注記などで開示するような方法も考え
られる｡なお,条件付対価の認識要件としては,過去にIFRS3で示されてい
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図表6 コストとベネフィットの評価(IASB (2008c， pp. 30-31)) 
匠園
評 価 効果 分 析
作成コストの増加 マイナス 新たな公正価値ìJIIJ定が要求される条件付対側i契約が， より多く
認識される可能性がある。
負債が決済されるまで毎期， 継続的に負f責を測定しつづける必
要があるO
匝圏
評 価 効果 分 移?
分析コストの減少 プラス 会計基準の変更(主に開示要求の増加)により， 分析コストが
減少する可能性がある。
条件付対価契約の決済を監視することが， 容易になる。
比較可能性 プラス すべての条件付対価契約について， 同じ会計処理方法が適用さ
れるため， 情報の比較可能性は高まる。
有用性 プラス [lASBの意見]
以下の理由により， 当該会計処理方法が財務諸表の有用性を高める
と考え， 条件付対仙iの会計処理方法を変更することを決定した。
条件付対価の会計処理方法の変更によりもたらされる情報は，
取得企業が責任:を有する対佃iについて， より適切な測定値を提l
供する。
当該情報はまた， 企業結合会計が， 取得日に完備しているもの
であるということを立証する。
[財務諸表利用者の意見]
取得企業が負債を過大計上しようとするインセンティブを有す
るという懸念がある。
負債を過大計上することにより， 取得企業は， 結合後企業が期
待したほどの業績を得られなかった場合， 義務減少にともなう
手IJ得を認識することができる。
以上の理由により， 利用者は当該情報が有用性を高めるかどう
かについては懐疑的である。
[上記利用者の意見にたいするlASBの主張]
説明責任が改善され， 開示が強化されるという理由により， 有用性
の効果をプラスと評価した。
たような発生の可能性が高いこと(probαble)という要件もあるが， この発生の
可能性の高さは， 条件付対価の公正価値測定に反映されるものと考えられるD
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(3)コストとベネフィットの評価結果
2008年にIASBより公表された｢企業結合第Ⅲフェーズ:プロジェクトの要
約,フィードバックと効果の分析｣では, IFRS3(R)EDに寄せられたコメン
トレターにもとづき行われた,取得日における条件付対価(公正価値)の認識
にかかるコストとベネフィットの評価結果が示されている(凶表6)｡
図表6をみると,財務諸表作成者は公正価値測定という点において作成コス
トが増加すると考えている(そのため,効果はマイナスとされている)が,財希諸
表利用者は分析コストが減少し比較可能性が向上すると考えている(そのた
め,効果はプラスとされている)ことがわかる｡ -一一万で,財務諸表利用者は,敬
得企業が負債を過大計上しようとするインセンティブを有するのではないかと
いう懸念を抱いており,その有用性について懐疑的であることもわかる｡それ
にもかかわらず,説明責任が改善され開示が強化されるという理由により, lx]
表6では有用性の効果がプラスと評価されている｡取得企業が負債を過大計上
しようとするインセンティブを有するという問題については,とくに条件付対
価認識後にその公正価値変動差額を損益で認識するという会計処理方法に関係
する論点であるため,次章で検討することにしたい｡
2.条件付対価(負債)の公正価値変動により生じる差額にかかる諸論点
IFRS3(R)とSFAS141(R)では,条件付対価(負債)は当初認識後に公正価
値で再測定を行い,その公正価値変動により生じた差額は基本的には損益とし
て認識する(当期純利益に算入されるかその他の包括利益に算入されるかは各ケース
による)こととされていた(l対表1)｡
とくに公正価値変動により利得が発生した場合,その利得はあきらかに未実
現の利得であり,このような未実現利得の認識は, (原価主義が末実現利益また
は評価益の計上を排除することを目的とする実現主義と結びついているという) ｢原価
一実現主義｣を構造的な特徴のひとつとして有する取得原価主義会計(新井
2003, pp.80-81)の枠組みでは説明できないものである10｡それでは, IFRS3
(R)とSFAS141(R)においてこのような利得の認識がもとめられている論拠は
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何であろうか｡
本節では,その論拠も含め,条件付対価(負債)の公正価値変動により生じ
る差額にかかる諸論点を整理･分析しながら,当該差額にかかる会計処理方法
を検討していくことにしたい11｡審議資料(2007)では,条件付対価の取得日
認識とその後の公正価値変動差額の損益認識にたいして,コメント提示者(お
もに財務諸表作成者と監査法人)から寄せられた懸念が,図表7のように分類さ
れている｡これらのなかから,条件付対価の公正価値変動により生じる差額の
会計処理方法に関係する論点として, (g), (a)および(h)を服にとりあげ
てみることにしたい｡
図表7　審議資料(2007)における論点一覧(par. 18)
a.　会計不正(accountingabuse)
当該提案は,会計不正に繋がる｡
b.　コストベネフィット(cost-bene丘t)
当該提案により生じるコストはベネフィットを上回る｡
C.　臼的適合性(relevance)
条件付対価の公正価値認識は,目的適合的ではない情報を提供する｡
d.　測定の信頼性(reliable measurement)
条件付対価は,信頼性をもって測定できない｡
e.　業績にもとづく条件付対価の測定(measurement of performance-based con-
thgent consideration)
業績にもとづく条件付対価は,信頼性をもって測定できない｡
i.　業績にもとづく契約の分類(classification of performance-based arrangement)
業績にもとづく契約は,条件付対価というよりはむしろ,利益分配型の報酬で
ある｡
g.　買収価格の修正における変動の認識(recognize changes as adjustments to the
purchase price)
条件付対価の公正価値にかかるその後の変動は,被取得企業の価値を確定する
ため,当該変動は,買収価格の修正として認識されるべきである｡
h.　直感に反した結果(counterintuitive results)
当該提案は,経済的実態を反映しない利得と損失の認識に繋がる｡
i.　測定期間(measurementperiod)
条件付対価の公正価値の変動は,測定期間の修正なのかどうか｡
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(1)割又価格の修正における変動の認識(recognize changes as adjust一
ments tothe purchase price) - (g)
①審議資料(2007)にみられる議論
審議資料(2007)では,仮に取得日において条件付対価(公正価値)を認識す
るならば,その後の公正価値変動差額を買収価格の追加(つまり暖簾の修正)と
すべきであるという意見が,財務諸表利用者と監査法人から数多く寄せられた
ということが示されている(審議資料2007, par.49)12｡そこでは,取得日後に
おける条件付対価の公正価値変動が,被取得企業の取得日における公正価値を
立証するものであるということが主張されていたという(審議資料2007, par.
50)｡
これにたいし,審議資料(2007)では, SFAS141(R)EDにおける結論の背景
が引用され,取得日後の条件付対価の公正価値変動は,企業結合後の事象と結
合後企業にかんする環境の変化に直接的に関係するものであるため,それは取
得日に支払われた対価や暖簾の測定に影響を及ぼすべきものではないというこ
とが, IASBの主張としてあげられている(審議資料2007, par.51)｡
②取引の継続と非継続
前者の見解は,取得日後における条件付対価の公正価値変動を,被取得企業
の取得日における公正価値を立証するものであるというように考えているた
め,取得日後においてもなお,当初の企業結合取引が継続しているとする見解
であると考えられる｡
一方,後者の見解は,取得日後における条件付対価の公正価値変動を,企業
結合後の事象と結合後企業にかんする環境の変化に関係するものであるという
ように,取得日とは独立して考えているため,取得日後には当初の企業結合取
引が継続していない(つまり取引が非継続である)とする見解であると考えられ
る｡このように取引が非継続であると考えるならば,たとえば取得日に企業結
合という取引が完了し,取得日後は条件付対価自体を企業結合取引とは切り離
90　　会計学研究第37号
された独立した金融商品のようにみなし,その公正価値変動を当該金融商品の
損益として処理するという方法もありうるのかもしれない｡
しかし,このように取引が非継続であると考えることには疑問が残る｡条件
付対価が存在する企業結合契約は,条件付対価に付された条件がみたされるか
どうかという将来事象も含めて契約が締結されるわけであり,その条件がみた
されたか否かが判明し,実際に対価の支払いが行われた(または行われなかっ
た)時点でようやく,企業結合にかかる当該取引が完了するものと考えられ
る｡そのため,前者の見解のように取引が継続していると考え,条件付対価の
当初認識後の公正価値変動差額を買収価格の追加(つまり暖簾の修正)とする方
が合理的であろう｡また,これにより取得原価主義会計のもとでは説明のつか
ない未実現の利得も排除することができるだろう｡
(2)会計不正(accoun血gabuse) - (a)
当該論点は,取得企業が負債を過大計上しようとするインセンティブを有す
るという,図表6において示されていた財務諸表利用者からの懸念にも関係す
る論点である｡取得日に条件付対価(負債)の公正価値を過大に見積もり,認
識することにより,将来の損益計算書への影響をなくしたり将来の損益計算書
上で利得を認識したりすることが可能となるため,取得企業はこのようなイン
センティブを有するという(あるコメントレター[CL#57]では,これが過度に保
守的(extremelyconservative)であると表現されていた) (審議資料2007, par･ 19)o
たとえば設例1では,取得日における条件付対価(負債)の公正価値は
$140と測定･認識されており(仕訳1),その後,条件付対価の公正価値は
$170となり損失$30が発生している(仕訳2)｡しかし,仮にA社が取得日に
おいて当該条件付対価(負債)の公正価値を過大に見積もり仕訳1において
$170で認識していたとしたならば,その後, (条件付対価(負債)の公正価値が
$170である)仕訳2において損失は発生しないはずである(ケース1の仕訳参
照)｡また,さらに過大に見積もり,仕訳1において$190で認識していたと
したならば,その後, (条件付対価(負債)の公正価値が$170である)仕訳2にお
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いて損失が発生するどころか利得$20が発生することとなる(ケース2の仕訳
参照)｡
つまり,条件付対価(負債)の公正価値の過大な見積もりは,ケース1や
ケース2のように,将来の損失を減少させたいまたは利得を増加させたいとい
う動機により生じるわけである｡とするならば,当初認識した条件付対価の公
正価値変動差額を損益として認識するのではなく,先述したように買収価格の
追加(つまり暖簾の修正)とする会計処理方法を採用することで,当該問題は解
消されるものと考えられる｡
lケース11取得日に条件付対価を$170で認識
●ケース1:仕訳1 (A社):2008年1月1日(取得口)
(借)識別可能純資産 辰???侏ｸｾ?$1,000 
暖簾 辰3s???I?幵厩俐"?$170 
■ケース1:仕訳2 (A杜) :2009年1月1日(取得日から1年経過後)
仕訳ナシ 
LtA　取得日に条件付対価を$190で認識
■ケース2:仕訳1 (A社):2008年1月1日(取得日)
(借)識別可能純資産 辰???侏ｸｾ?$1,000 
暖簾 辰3??ﾈ?I?幵厩俐"?$190 
『ケース2:仕訳2 (A社) :2009年1月1円(取得日から1年経過後)
(倍)条件付対価(負債) 辰#??凉??$20 
(3)直感に反した結果(counterintuitive results) - (h)
審議資料(2007)では,当該論点について監査法人からの以下のようなコメ
ントレターが紹介されている(par.53)｡
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提案された方法は,財務報告において直感に反した結果を招く｡条件付対価
の支払いを要求するような特定の目標や事象が達成されなかった場令,利得
が認識される｡一一万,企業が成功し,契約により支払うことが定められてい
た金額が取得日における負債の公正価値の見積額を超過していた場令,損失
が認識される[CL#66]｡
たとえば設例1では,一定の利益目標を達成するという条件付対価の条件が
みたされた場合には,成功しているにもかかわらず損失$30が発生し(仕訳
3),当該条件がみたされなかった場合には,失敗しているにもかかわらず利得
$170が発生している(仕訳4)｡それが,直感に反する結果というわけであ
る｡
この点について審議資料(2007)では,たとえば被取得企業における一一定の
売上目標が条件であり,被取得企業がその売上目標を達成している場合には,
その売上により取得企業における収益は高くなるわけであるから,その高く
なった分と条件付対価の公正価値増加から生じる費用が相殺されるということ
が説明されている(par. 56)｡反対に,被取得企業がその売上目標を達成してい
ない場合には,それにより取得企業における収益は低くなるわけであるから,
その低くなった分と条件付対価の公正価値減少から生じる収益が相殺されると
いうことである(審議資料2007, par.56)｡そして,条件付対価の増減から生じ
る損益のみをみると直感に反するように思われるかもしれないが, (相殺され
た)純額での影響をみると合理的であるという主張がなされている(par.56)｡
もっとも,当初認識した条件付対価の公正価値変動差額を損益として認識す
るのではなく,先述したように買収価格の追加(つまり暖簾の修正)とする会計
処理方法を採用することで,コメントレターにより示された直感に反するとい
う懸念は解消されるであろう｡
Ⅴ　おわりに一条件付暖簾の会計処理方法にかかる検討
さいごに,条件付暖簾について考えられうる会計処理方法として,ふたつの
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具体的会計処理方法を示しておくことにしたいoひとつは本稿第4章の検討に
もとづく会計処理方法であるoもうひとつは,条件付暖簾の性格をより厳密に
検討した場合の会計処理方法である｡
①第4章の検討にもとづく条件付暖簾の会計処理方法
まず,本稿第4章の検討にもとづき,設例1を用いて条件付暖簾について考
えられうる具体的会計処理方法を示すことにしたい(なお,条件付暖簾の認識に
は,測定の信頼性という要件が必要であると考えられるため,ここでは設例1における
条件付対価の公正価値はすべて,測定の信頼性という要件をみたしていると仮定す
る)｡条件付暖簾の会計処理方法としては,仕訳1から仕訳4にかわり仕訳13
から仕訳16が考えられる｡
まず,取得日における仕訳13では･仕訳1のように買入暖簾gp$200と条
件付暖簾gc$140を一括して暖簾C$340として認識するのではなく,その性
格別に分けて認識する(図表8の2008年1月1日時点の左の矢印を参照)｡条件付
対価(公正価値) cc′の認識には測定の信頼性という要件が必要であると考え
られるため,その要件がみたされた場合にのみ条件付対価(公正価値) cc′
$140と条件付暖簾g｡$140を認識する｡一方,当該要件がみたされなかった
場合の会計処理方法としては,注記などで開示するという方法が考えられる｡
■仕訳13 (A社) :2008年1月1日(取得日)
(借)識別可能純資産 辰???侏ｸｾ?$1,000 
買入暖簾 辰#??ﾈ?I?幵厩俐"?$140 
条件付暖簾 辰?? 
次に,取得日後における条件付対価の公正価値変動差額$30は,仕訳2の
ように損失として処理するのではなく,取得日後においても企業結合取引が継
続していると考え,条件付暖簾の金額を修正する(図表8の2009年1月1日時点
を参照)｡
94　　会計学研究第37号
t仕訳14 (A社) :2009年1月1日(取得口から1年経過後)
(借)条作付暖簾 辰3?????I?幵厩俐"?$30 
さらに,条件がみたされた場合,認識済みの条件付対価(公正価値) CCf
$170と実際の支払額cc$200との差額$30は,仕訳3のように損失とする
のではなく,仕訳15のように買入暖簾gp$30の認識とする(図表8の条件がみ
たされた場合の左の矢印を参照)｡ここで,条件付暖簾gc$30ではなく買入暖簾
gp$30が認識されるのは,当該$30は実際に対価の支払いが行われた結果と
して生じたものだからである｡また,認識済みの条件付暖簾gc$170は,対価
の支払いが行われた段階で対価のうらづけのある買入暖簾となるため,買入暖
簾gp$170へとふりかえる(図表8の条件がみたされた場合の右の矢印を参照)0
--万,条件がみたされなかった場合には,仕訳4のように利得$170の発生
とするのではなく,仕訳16のように認識済みの条件付暖簾gc$170の消滅と
する｡
■仕訳15 (A社) : 2年以内に, B社が一定の利益目標を達成した場合
(借)条件付対価(負債) 辰???侏ｸｾ?$200 
買入暖簾 辰3? 
(借)買入暖簾 辰??????I&y??170 
t仕訳16 (A社) :2年以内に, B社が一定の利益目標を達成しなかった場合
(借)条件付対価(負債) 辰??????I&y??170 
②営業権としての条件付暖簾の会計処理方法
山内(2010)では,暖簾を客観暖簾d2と主観暖簾d3 d4にわけ,それらがシ
ナジーとしての性格を有すること,支払対価Cのうち, (株主価値としての)企
業全体の公正価値VF (被取得企業の識別吋能純資産(公正価値) NA/+客観暖簾d2)
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表的判 図
を超過した額は， 被取得企業を営業するための権利を取得するために， 取得企
業が市場における他の企業よりも高い金額を支払ったことにより生じる営業権
Pであることを指摘した(山内2010， pp.146-157)0 
本稿で示した設例1のように， 条件付対価契約が将来の業績を条件とするよ
うなものである場合， それは将来の業績についての不確実性にたいする買手と
売手の間における見解の相違を調整するためにもちいられることが多い(IFRS
3 (R)， par. BC 348 ; SFAS 141(R) ， par. B 348)。 つまり， そのような条件付対価で示
されるのは， 取得日において買手と売手の間で合意が得られなかった金額とい
うことであるO そのため， 条件付対価として示される金額は， 被取得企業の識
別可能純資産(公正価値) NAfおよび客観暖簾めには含まれない， それらを超
過した額であると考えられるO 仮に客観暖簾dzに含まれているとしたなら
ば， それは市場によって把握されているはずであるため， 買手と売手の間でも
容易に合意が得られるはずだからである。 そのため， 業績に依存するような条
件が付された条件付対価の認識により発生する条件付暖簾は， 支払プレミアム
のように， 被取得企業を営業するための権利を取得するために， 取得企業が市
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場における他の企業よりも高い金額を支払ったことにより生じる営業権Pと
いえるのかもしれない｡より厳密には,特定の条件がみたされた場合に,取得
企業が市場における他の企業よりも高い金額を支払う可能性があるわけなの
で,特定の条件がみたされるまでは条件付営業権Pcであり,実際に支払いが
行われた段階で営業権Pになると考えられる｡
その場合,設例1に追加条件として以下の⑥を追加し,仕訳13から仕訳16
のかわりに仕訳17から仕訳20の会計処理方法が考えられる(図表9参照)｡
設例1の追加条件
vfは$900であった｡⑥　企業全体の公正価値
■仕訳17 (A社) :2008年1月1L] (取得日)
(借)識別可能純資産 辰???侏ｸｾ?$1,000 
買入暖簾* 辰????I?幵?140 
営業権 辰?? 
条件付営業権 辰?? 
･当該暖簾はシナジーとしての性格を有するため,買入暖簾ではなく買入シナジーとする方法も考え
られうる｡
■仕訳18 (A社) :2009年1月1日(取得日から1年経過後)
(借)条作付営業権　　　　　　$30 (貸)条件付対価　　　　　　　$30
■仕訳19 (A社) : 2年以内に, B社が一定の利益目標を達成した場合
(借)条件付対価 辰???侏ｸｾ?$200 
営業権 辰3? 
(借)営業権　　　　　　　　$170 (貸)条件付営業権　　　　　　$170
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-仕訳20 (A社): 2年以内に. B社が一定の利益目標を達成しなかった場合
o借) 条件付対価
出
$ 170 (貸) 条件付営業権
図表9 営業権としての条件付暖簾の会計処理方法
2009年 '---Y--------J1月1日 条件がみた
された場合
企業全体の公正価値竹 株主価値としての)企業全体の公正価値
2008年1月1日
=識別可能純資産(公正価値)NAr+客観暖簾d2
客観暖簾d2= Vr- NAr 
営業権:p=支払対価Cー企業全体の公正価値Vr
=支払対価c - (識別可能純資産(公正価値)NAr+客観暖簾d2)
条件付営業権: pc 
注
2009年7月， 米国のGAAPはIFASB会計基準のコード化(FASB Accounting 
Standards Codification TM) Jにより， ひとつの文書にまとめられた。SFAS 141 (R) 
は. Accounting Stand紅白 CodificationのTopic 805 I企業結合Jに含められてい
る。本稿では. SFASにおけるパラグラフ番号 とASCにおけるパラグラフ番号の両
方を示している。
2 各会計基準については， 参考 文献に示している各翻訳書を参考にしている(以下
同じ)。
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3 日本 基準の改正企業会計基準第21 号では， 条件付対価 は条件付 取得対価とよば
れており， 企業結合契約において定められるものであって， 企業結合契約締結後の
将来の特定の事象又は取引の結果 に依存して， 取得日後に追加的に交付又は引き渡
される取得対価と定義 されている( 注2)。
4 一方， 取得日時点で存在していた 事実および状況に関して取得日後に入手した 追
加的な情報の結果として生じる変動 は， 測定期間中の修正とされ， 図表 1とは異な
る会計処理方法が適用される(IFRS 3 (R)， par. 58 ; SFAS 141 (R)， p町.6 5  ; Codì五ca阿
世on Topic 8 05， p訂. 30-35 -1)。
5 審議資料(2007)のExample 1 およぴExample 3を部分的に参考にして作成。 条
件付対価の数値例については， 山田(2009) も詳しい。
6 当該ケースとは逆に， 公正価値が減少した場合には， 条件付対価の減少・利得の
発生として処理される。
|(借) 条件付対価 (負債) x x x 貸) 利得*
*当該利得が当期純利益に算入されるかその他の包括利益に算入されるかは， ケー
ス による。
7 審議資料(2007)のExample2およびExample4を部分的に参考にして作成。
8 当該ケースとは逆に， 公正価値が減少した場合には， 条件付対価の減少・利得の
発生として処理される。 こ れは注6の仕訳と同様である。
|(借) 条件付対価 (負債 xxx 貸) 利得 xxx I 
*当該利得が当期純利益に算入されるかその他の包括利益に算入されるかは， ケー
ス による。
9 新井(2003， p. 82) による。
10 損失のみについて考えると， 保守主義という説明は可能かも しれない。
11 本稿では， 資本として分類された場合と資産として分類された場合については検
討していない。
12 一方， 財務諸表利用者は， 公正価値 変動の開示がなされていればよいということ
で， そ れが( 当期純利益算入， その他の包括利益算入， 純資産直入， また は暖簾の
修正 など ) どのように認識されるかについての懸念は示 されなかったとのことであ
る(審議資料2007， p訂 .49)。
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